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10 手当・年金等  
 

児童扶養手当 
〔対象者〕 

父（母）と生計を同じくしていない、又は父（母）が重度の障害のある子ども（１８歳に達する

日以後最初の３月３１日までの間にある児童、一定の障害を有する場合は２０歳未満）の母（父）、

又は父母に代わって児童を養育している方 

※支給要件については、必ず事前にご相談ください。 

〔内容〕 

所得に応じて月額４５，５００円から１０，７４０円（所得に応じて対象児童２人目は１０，７５０円から 

５，３８０円加算、３人目から１人につき６，４５０円から３，２３０円加算となります。令和６年度中

に制度改正が予定されています。最新の情報は市ホームページで確認してください。）を支給

します。 

 

ただし、次のいずれかに該当するときに手当は支給されません。 

１ 手当を受けようとする方又は児童が日本国内に住所を有しないとき 

２ 児童が里親に委託されたり、児童福祉施設等に入所しているとき 

３ 父又は母が事実上の婚姻（内縁関係など）関係にあるとき 

４ 手当を受けようとする方等の前年の所得（１～９月に申請する場合は、前々年の所得）が 

一定額以上あるとき 

５ 平成１５年４月１日時点において、手当の支給要件に該当してから、５年を経過しているとき

（母子に限る） 

（令和６年４月現在） 

〔窓口〕 

各区役所 保健福祉課 子ども・家庭相談係（１２２頁） 

 

 

特別児童扶養手当 ○身○知○精  
〔対象者〕 

身体または精神に法令で定める程度以上の障害のある２０歳未満の児童を家庭で監護している

父母または父母に代わって児童を養育している方に児童の福祉の増進を図ることを目的とし

て支給します。 

ただし、次の場合は、手当が受けられません。 

① 請求者又は扶養している方の前年の所得が一定額以上の場合 

② 障害のある子どもが施設に入所している場合 

③ 障害のある子どもが障害を事由とする公的年金を受給している場合 

〔内容〕 

次の手当額を４・８・１１月に前月までの４か月分（１１月は当月分まで）を支給します。 

重度の障害のある子ども １人につき 月額５５，３５０円（令和６年４月時点） 

中度の障害のある子ども １人につき 月額３６，８６０円（令和６年４月時点） 

※手当の認定には、原則、医師の記載した診断書が必要ですが、手帳の等級によっては診断書を省略で

きる場合がありますので、事前に窓口でご確認ください。 

〔窓口〕 

各区役所 高齢者・障害者相談コーナー（７頁） 
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産科医療補償制度 児 ○身  

お産に関連して重度脳性まひとなり、所定の要件を満たした場合に、お子様とご家族の経済的負担

を速やかに補償するとともに、脳性まひ発症の原因分析を行い、同じような事例の再発防止に役立つ

情報を提供することなどにより、産科医療の質の向上を図ることを目的とした制度です。 

 

 
補償の対象 

（①～③の基準をすべて満たす場合、補償対象となります） 
補償内容 

① 

2015 年 1 月 1 日から 2021 年 12 月 31 日までに 
出生したお子様の場合 

2022年１月１日以降に出生した 
お子様の場合 

総額 
３,０００万円 

在胎週数が32週以上で出生体重が1,400g以上、 

または 

在胎週数が28週以上で所定の要件を満たすこと 
在胎週数が28週以上であること 

② 先天性や新生児期の要因によらない脳性まひであること 

③ 身体障害者障害程度等級１または２級相当の脳性まひであること 

※生後６か月未満で亡くなられた場合は、補償対象となりません。 

※補償申請ができる期間は、お子様の満１歳の誕生日から満５歳の誕生日までです。 

〔補償内容〕 

補償対象に認定された場合、一時金、分割金あわせて総額 3,000 万円の補償金が支払われます。 

〔問合せ〕 

詳細は、産科医療補償制度ホームページ（http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/）をご参照

いただくか、産科医療補償制度専用コールセンター（0120-330-637 受付時間：午前９時～

午後５時（土日祝日・年末年始除く））にお問い合わせください。 

 

障害児福祉手当 ○身○知○精  
〔対象者〕 

身体または精神に重度の障害を有するため、日常生活において常時の介護を必要とする在宅の

２０歳未満の方 

① 重度の障害（おおむね身体障害者手帳１・２級、知的障害のある人で知能指数２０以下程度又

は精神障害のある人で日常生活において常時の介護を必要とする程度）を１つ以上有する方 

② 障害（おおむね身体障害者手帳３級、知的障害のある人で知能指数３５以下程度又は精神障

害のある人で日常生活において常時の介護を必要とする程度）を２つ以上有する方 

③ ①、②に準ずる程度の障害を有し、日常生活において常時の介護を必要とする方 

ただし、次の場合は手当が受けられません。 

ア 本人、配偶者、又は扶養義務者の前年の所得が一定額以上の場合 

イ 施設に入所している場合 ※施設の種類によっては、支給対象になる場合があります。 

ウ 障害を事由とする年金を受給している場合 

〔内容〕 

月額１５，６９０円（令和６年４月時点）の手当を２・５・８・１１月に前月までの３か月分をまとめて支給

します。 
※手当の認定には、原則、医師の記載した診断書が必要ですが、手帳の等級によっては診断書を省略で

きる場合がありますので、事前に窓口でご確認ください。 

〔窓口〕 

各区役所 高齢者・障害者相談コーナー（７頁） 

http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/
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特別障害者手当 ○身○知○精  
〔対象者〕 

身体または精神に著しい重度の障害を有するため、日常生活において常時特別の介護を必要と 

する状態にある在宅の２０歳以上の方 

① 重度の障害（おおむね身体障害者手帳１・２級、知的障害のある人で知能指数２０以下程度又

は精神障害のある人で日常生活において常時特別の介護を必要とする程度）を２つ以上有す

る方 

② 重度の障害を１つ有し、さらに他の障害（おおむね身体障害者手帳３級、知的障害のある人

で知能指数３５以下程度又は精神障害のある人で日常生活において常時特別の介護を必要と

する程度）を２つ以上有する方 

③①、②に準ずる程度の障害（１つの障害でも対象になる場合有）を有し、日常生活において

常時特別の介護を必要とする方  

※手帳の等級によっては医師の診断書を省略できる場合があります。 

    また、障害者手帳を所持していなくても、診断書により著しい重度の障害と認められる場合、

対象になることがあります。 

ただし、次の場合は手当が受けられません。 

ア 本人、配偶者、又は扶養義務者の前年の所得が一定額以上の場合 

イ 施設に入所している場合 ※施設の種類によっては、支給対象になる場合があります。 

ウ 継続して３か月を超えて入院している場合 

〔内容〕 

月額２８，８４０円（令和６年４月時点）の手当を２・５・８・１１月に前月までの３か月分をまとめて支

給します。 

※手当の認定には、原則、医師の記載した診断書が必要ですが、手帳の等級によっては診断書を省略で
きる場合がありますので、事前に窓口でご確認ください。 

〔窓口〕 

各区役所 高齢者・障害者相談コーナー（７頁） 

 

外国人重度障害者給付金 ○身○知○精  
〔対象者〕 

重度の障害（身体障害者手帳１・２級又は療育手帳「Ａ」又は、精神障害者保健福祉手帳１級）を

有し、市内に住民登録のある方、又は北九州市から市内市外の社会福祉施設への入所の措置を

受けた方のうち、障害基礎年金等の受給資格のない方で次のいずれかに該当する方 

（１） 昭和５７年（１９８２年）１月１日前に満２０歳に達しており、同日において日本国内で旧外

国人登録を行っていた方で、同日前に重度の障害があった方又は同日以降に重度の障害があ

り、障害の発生原因の初診日が同日以前で満２０歳以降の方 

（２） 昭和３６年（１９６１年）４月２日以降昭和５７年（１９８２年）１月１日以前に日本国籍を取得

した方であって、日本国籍取得以前に満２０歳に達しており、同前日に重度の障害があった

方又は同日以降重度の障害があり、障害の発生原因の初診日が同前日の方 

ただし、次の場合は給付金が受けられません。 

ア 本人の前年（１～６月の間は前々年）の所得が一定額を超える場合 

イ 月額３６，０００円以上の公的年金又は他の自治体から同趣旨の給付金を受けている場合 

ウ 生活保護を受けている場合 

〔内容〕 

月額３６，０００円の給付金を２・５・８・１１月に前月までの３か月分をまとめて支給します。 

〔窓口〕 

各区役所 高齢者・障害者相談コーナー（７頁） 
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特別障害給付金制度 者 ○身○知○精  
国民年金に任意加入していなかったために、障害基礎年金を受けとれなかった障害のある人に対

して国が給付金の支給を行います。 

〔対象者〕 

次のいずれかに該当する方で、任意加入していなかった期間中に初めて受診した傷病が原因で、
現在、障害基礎年金の１、２級相当の障害の状態にある方。 
① 平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生 
② 昭和６１年３月以前に国民年金任意加入対象であった被用者（厚生年金、共済組合等の加入者）

等の配偶者 
※６０歳以降に初めて受診した傷病は対象となりません。 

〔内容〕 
１級 月額 ５５，３５０円  ２級 月額 ４４，２８０円 
（収入や年金受給の状況によって支給が制限されることがあります） 
※請求のあった翌月分からの支払いとなります。請求が遅れた場合でもさかのぼっての支給は

ありませんのでご注意ください。 
※障害認定事務は、過去の状況を確認する必要があるなど非常に時間がかかる場合があります。
（支給が決定すれば、請求書の受付月の翌月までさかのぼって支給されます） 

〔窓口〕 

各区役所 国保年金課（１２２頁） 

 

 

心身障害者扶養共済 ○身○知○精  
〔対象者〕 

次のすべての要件をみたしている保護者（配偶者、父母、兄弟姉妹、又はその親族等） 
① ６５歳未満（その年度の４月１日現在） 
② 次のいずれかに該当する方を扶養していること 

ア 知的障害のある人及び知的障害のある子ども 
イ 身体障害者手帳１～３級の方 
ウ ア又はイと同程度の精神又は身体に永続的な障害のある人 

③ 特別の疾病又は障害がないこと 

〔内容〕 

加入者（保護者）が死亡又は重度障害状態に該当したと認められた場合、その扶養する障害の
ある人及び障害のある子どもに年金を支給します。又、加入者の生存中に障害のある人及び障
害のある子どもが死亡した場合には弔慰金を支給します。 
掛 金 加入者の年齢に応じて１口月額９，３００～２３，３００円（所得状況による減額があります）

で、１人２口まで加入できます。 
なお、掛金は所得税、地方税、ともに全額所得控除されます。 

給付額 ① 年金（加入者が死亡又は重度障害になった時、障害のある人及び障害のある子ど 
もの生存中に支給） 
１口加入ごとに 月額２万円 

② 弔慰金（加入期間が１年以上の加入者の生存中に障害のある人及び障害のある子ど
もが死亡した時、一時金として支給） 
加入期間に応じて５万～２５万円（平成２０年３月以前の加入者は３万～１５万円） 

③ 脱退一時金（加入期間が５年以上の加入者が脱退した時） 
加入期間に応じて７．５万～２５万円（平成２０年３月以前の加入者は４．５万～１５万円） 

※２口加入者の場合は、それぞれの加入期間による金額の合計額です。 

〔窓口〕 

各区役所 高齢者・障害者相談コーナー（７頁） 
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重度心身障害者介護見舞金 ○身○知○精  
〔対象者〕 

市内に３か月以上住所を有し、次の①～③に該当する重度の障害のある人を常時介護している
同居者、介護者がいない場合は障害のある人本人 
① 重度の障害（おおむね身体障害者手帳１・２級、知的障害のある人で知能指数２０以下程度又 

は精神障害のある人で日常生活において常時の介護を必要とする程度）を２つ以上有する方 
② 重度の障害を１つ有し、さらに他の障害（おおむね身体障害者手帳３級、知的障害のある人

で知能指数３５以下程度又は精神障害のある人で日常生活において常時の介護を必要とす
る程度）を２つ以上有する方 

③ ①、②に準ずる程度の障害（１つの障害でも対象になる場合有）を有し、日常生活において
常時の介護を必要とする方 

※手帳の等級によっては医師の診断書を省略できる場合があります。 
    また、障害者手帳を所持していなくても、診断書により著しい重度の障害と認められる場合、

対象になることがあります。 
ただし、次の場合は手当が受けられません。 
ア 障害のある人本人が施設や病院に継続して３か月以上入所・入院している場合 
イ 障害のある人本人が障害を事由とする年金を受給している場合 
ウ 障害のある人本人が父又は母に支給される障害を事由とする公的年金の額の加算対象

となっている場合 
エ 障害のある人本人が障害児福祉手当、特別障害者手当等を受給している場合 

〔内容〕 
月額１０，５５０円の手当を２・５・８・１１月に前月までの３か月分をまとめて支給します。 
※見舞金の支給には、原則、医師の記載した診断書が必要ですが、手帳の等級によっては診断書を省略

できる場合がありますので、事前に窓口でご確認ください。 

〔窓口〕 
各区役所 高齢者・障害者相談コーナー（７頁） 

 

障害基礎年金（国民年金）者 ○身○知○精  
〔対象者〕 

次の①または②に該当する方が対象になります。 

① 国民年金加入期間中に初めて診療を受けた病気やけがにより、精神・身体の障害または長期

にわたる安静を必要とする状態になった方（被保険者であった方で日本に住所があり、６０

歳以上６５歳未満の期間に初診日がある方も含む） 

＊ ６５歳以降に初めて診療を受けた方は、請求することができません。 

＊ 一定の保険料納付期間等が必要です。 

② ２０歳前に診療を受けた病気やけがにより、精神・身体の障害または長期にわたる安静を必

要とする状態になった方 

〔内容〕 

年金額 

区分 年 金 額 

１級 年額 １，０２０，０００円 

２級 年額  816，０００円 

＊ 障害年金の等級は身体障害者手帳の等級とは異なります。 
＊ 対象者②については、本人の前年所得が一定額以上の場合、年金の支給が停止されます。 

生計を維持している子どもがいる場合は加算されることがあります。 
（原則、子どもが１８歳に到達した年度末まで支給されます） 

１人目・２人目の子 １人につき 年額 ２34，8００円 

３人目以降 １人につき 年額  ７8，3００円 

〔窓口〕 

各区役所 国保年金課（１２２頁） 
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障害厚生年金（厚生年金）者 ○身○知○精  
〔対象者〕 

厚生年金に加入中に初めて診療を受けた病気やけがにより、精神・身体の障害または長期にわ

たる安静を必要とする状態になった方（その傷病が業務上の原因によるか業務外の要因による

かは問いません）ただし、一定の保険料納付期間等が必要です。 

〔内容〕 

障害の程度によって１級～３級の障害厚生年金が受給できます。 

年金額は勤務月数と賃金の額により異なります。 

障害の程度が１級～２級の方で配偶者がいる場合は加算がある場合があります。 

年額  ２３４，８００円 

  なお、１級～２級の場合、障害基礎年金が併せて支給され、子の加算がある場合があります。 

〔窓口〕 

年金事務所 

 

 

障害手当金（厚生年金）者 ○身○知○精  
〔対象者〕 

厚生年金に加入中に初めて診療を受けた病気やけがが、初診日から５年以内に治り、障害厚生

年金を受けるよりも軽い障害が残った方。ただし、一定の保険料納付期間等が必要です。 

〔内容〕 

一時金として支給されます。金額は勤務月数と賃金の額により異なります。 

〔窓口〕 

年金事務所 

 

 

年金事務所への年金相談・お手続きについては、ご予約をお申し込みください。 

  （予約受付専用電話） ０５７０-０５-４８９０ 

※年金事務所にお問い合わせの際には、基礎年金番号またはマイナンバーをご用意ください。 

名 称 所 在 地 電話番号 最寄りの交通機関 

小倉北年金事務所 
〒８０３-８５８８ 

小倉北区大手町１３-３ 
０９３-５８３-８３４０ 

ＪＲ「西小倉駅・南小倉駅」 

バス「大手町・検察庁前」 

小倉南年金事務所 
〒８００-０２９４ 

小倉南区下曽根一丁目８-６ 
０９３-４７１-８８７３ 

ＪＲ「下曽根駅」 

バス「下曽根駅前」 

八幡年金事務所 
〒８０６-８５５５ 

八幡西区岸の浦一丁目５-５ 
０９３-６３１-７９６２ 

ＪＲ「黒崎駅」 

バス「熊手四ツ角」 

開所時間 月曜日～金曜日 ８：３０～１７：１５ 

第 ２ 土 曜 日 ９：３０～１６：００（年金相談に関して） 

※年金相談に関しては、月曜日は８：３０～１９：００です。 

なお、月曜日が休日の場合は、翌開庁日が８：３０～１９：００となります。 

閉 所 日 土曜日、日曜日、祝日、年末年始 
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生活福祉資金貸付制度 ○身○知○精  
障害のある人がいる世帯に対して、資金の貸付けと必要な援助指導を行うことにより、その経済

的自立と生活意欲の助長促進を図り、安定した生活を送れるよう支援することを目的とした貸付制

度です。 

〔対象者〕 

障害のある人がいる世帯（ただし、原則市町村民税が非課税程度の世帯） 

〔相談受付時間〕 

９：００～１２：００、１３：００～１６：３０ 

（土曜日、日曜日、祝日、年末年始を除く） 

 

福祉資金の種類及び貸付条件 

１ 福祉費 

日常生活を送る上で、又は自立生活に資するために一時的に必要であると見込まれる費用 

資 金 の 種 類 貸 付 限 度 額 利 率（年） 据 置 期 間 償 還 期 間 

生業を営むために必要な経費 ４６０万円以内 

保証人あり 

無利子 

 

 

 

保証人なし 

１．５％ 

貸付日から 

６か月以内 

２０年以内 

技能習得に必要な経費及びその期間中

の生計を維持するために必要な経費 

技能を修得する期間が 

 ６月程度 １３０万円以内 

 １年程度 ２２０万円以内 

 ２年程度 ４００万円以内 

 ３年以内 ５８０万円以内 

８年以内 

住宅の増改築、補修等の経費及び公営

住宅譲り受けに必要な経費 
２５０万円以内 ７年以内 

福祉用具等の購入に必要な経費 １７０万円以内 ８年以内 

障害者用自動車の購入に必要な経費 ２５０万円以内 ８年以内 

負傷又は疾病の療養に必要な経費及び

その療養期間中の生計を維持するため

に必要な経費 

 療養期間が１年未満 １７０万円以内 

 〃 １年を超え １年６月以内 

２３０万円以内 

５年以内 

介護サービス、障害者サービス等を受

けるのに必要な経費及びその期間中の

生計を維持するために必要な経費 

受ける期間が１年未満 １７０万円以内 

 〃 １年を超え１年６月以内 

２３０万円以内 

５年以内 

災害を受けたことにより臨時に必要と

なる経費 
１５０万円以内 ７年以内 

冠婚葬祭に必要な経費 ５０万円以内 ３年以内 

住居の移転費等、給排水設備等の設置

に必要な経費 
５０万円以内 ３年以内 

就職、技能習得等の支度に必要な経費 ５０万円以内 ３年以内 

その他日常生活上一時的に必要な経費 ５０万円以内 ３年以内 
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２ 緊急小口資金 

次の理由により、緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった場合に貸し付ける少額の費用 

資 金 の 種 類 貸 付 限 度 額 利 率（年） 据 置 期 間 償 還 期 間 

医療費又は介護費の支払等によって

臨時の生活費が必要なとき 

１０万円以内 無利子 
貸付日から 

２か月以内 
１２か月以内 

給与等の盗難によって生活費が必要

なとき 

火災等被災によって生活費が必要な

とき 

その他、これらと同等のやむを得な

い事由によるとき 

※ 上記の他にも貸付要件や必要書類があります。 

※ 貸付には審査があります。申請が受理されたことが、貸付決定したということではありませ

んのでご注意ください。 

※ 返済を延滞した場合には、年３．０％の延滞利子が発生します。 

〔窓口〕 

北九州市社会福祉協議会 生活福祉資金相談コーナー 

ＴＥＬ ０９３－８８２－４４０５ 

 


